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我が国の社会経済の状況我が国の社会経済の状況
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我が国の姿（主なもの）

人口減少 少子高齢化 環境 エネルギ 問題• 人口減少・少子高齢化 • 環境・エネルギー問題

• 低成長、長期債務残高の増加 • サービス産業化低成長、長期債務残高の増加 サ ビス産業化

• 地域格差 • 災害大国（地震など）

• 医療、食料問題 • 安心・安全への不安

• 魅力あるコンテンツ（アニメなど） • 歴史・文化（和食・史跡など）

• 礼儀正しい国民性
（外国からのイメージ）

• 科学技術立国
（外国からのイメ ジ）

（総務省 作成） 3



○ 日本の総人口は２００４年１２月をピ クに減少に転じている

我が国の実態①（人口減少社会に）

（千人）

○ 日本の総人口は２００４年１２月をピークに減少に転じている。
○ ２１００年には、日本の人口は約４８００万人と推計（中位推計）。

推
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総人口の推計結果
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実績値 推計値 参考推計値
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（年）

高位推計 未婚率が低 都道府県 結婚 出産行動 平均 算出

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成１８年１２月推計）」

高位推計：未婚率が低い１０都道府県の結婚・出産行動の平均で算出
中位推計：全国平均
低位推計：未婚率の高い東京都の結婚・出産行動で算出
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我が国の実態②（現役世代が支えるべき高齢者が増加）

2030年 2050年2007 年
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（出典）：総務省統計局「我が国の推計人口」
国立社会保障・人口問題研究所「日本の推計人口（中位推計）【平成18年12月推計】

（千 ）

※高齢化率・・・全人口に占める65歳以上人口の割合
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○ 日本の生産年齢人口の割合は今後減少を続け 2055年には全人口の

我が国の実態③（少子高齢化、人口減少）

○ 日本の生産年齢人口の割合は今後減少を続け、2055年には全人口の
半分強にまで落ち込む見込み。

将来の日本の年齢３区分の年齢構造係数の推移

70.0 

将来の日本の年齢３区分の年齢構造係数の推移
（%）
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（出典）：国立社会保障・人口問題研究所 日本の将来人口推計（平成１８年１２月より総務省作成）

※年齢構造係数：各区分の人口数の、全人口に占める割合
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我が国の事態④（今後もサービス産業（非製造業）化が進展）

出典：経済財政諮問会議 「日本21世紀ビジョン」に関する専門調査会(第4回 平成１７年４月) 資料 7



我が国の実態⑤（経済成長の低迷）

中国

９

日本と中国、インドのＧＤＰ予測

兆ドル
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（%）

日本と中国、インドのＧＤＰ予測
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見通し

10

8

8.8%

ＢＲＩＣｓ 日本

中国

インド

6
5

4

6

4

5.0%

世界
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インド

インド

3
2

1

2 2.6%

1

0
0

－2 資料：UN「GDP and its breakdown at current prices in US Dollars」、
OECD「The world in 2010:Towards a new Global Age」より農林水産省作成。

出典：食料・農業・農村政策推進本部（第7回）
食料の未来を描く戦略会議（第5回）合同会合（平成２０年５月）

－4
1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006

データ出所：ＩＭＦ、World Economic Outlook

OECD「The world in 2010:Towards a new Global Age」より農林水産省作成。
注：2020年のＧＤＰは、2006年のGDPに2020年までの平均成長率を乗じて算出。

出典：経済産業省 産業構造審議会情報経済分科会（平成２０年５月） 資料

食料の未来を描く戦略会議（第5回）合同会合（平成２０年５月）
配布資料
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我が国の実態⑥（１人あたりＧＤＰ・国際競争力が低下）

９１年 ９３年 ９５年 ９７年 ９９年 ０１年 ０３年 ０５年 ０７年一人当たりGDP額 一人当たりGDP額の国際順位

～日本の１人あたりＧＤＰは世界２０位まで低下～ ～日本の産業の国際競争力は世界２２位まで低下～
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○国と地方の長期債務残高の合計は 家計の金融資産の約半分に達している

我が国の実態⑦（長期債務残高の増大）

1800
25
（%）

（兆円）

○国と地方の長期債務残高の合計は、家計の金融資産の約半分に達している。
○更に、高齢化の進行などにより貯蓄率は低下傾向にあることにも留意が必要。

1600

1800

20
65歳以上人口の総人口に占める割合

20.8

※

1200

1400

15

家計の金融資産

貯蓄率

800

1000

10

400

600

5

長期債務残高

3.2

0

200
0

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年

長期債務残高

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年

（出典：財務省資料「日本の財政を考える」（平成20年6月）より総務省作成）

※貯蓄率：国民の貯蓄額総計を国民可処分所得で割った値
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我が国の実態⑧（所得に関する地域格差が拡大）

○ 人当たり県民所得における都道府県のばらつきを示す変動係数は 4年連続で拡大○ 一人当たり県民所得における都道府県のばらつきを示す変動係数は、4年連続で拡大。

※変動係数・・・集団の標準偏差を平均で割った値。
数値が大きくなるほど、1人当たり県民所得の 高値と 大値の差が大きく、

出典：「県民経済計算年報」（平成２０年２月）（内閣府）

地域格差が拡大していることを意味している。
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○ 地方圏で人口が減少しつつある中、三大都市圏では、平成８年以降１２年連続で転入超過とな

【参考】三大都市圏の人口が集中化

○ 地方圏で人口が減少しつつある中、三大都市圏では、平成８年以降１２年連続で転入超過とな
り、さらに拡大傾向。

○ 平成19年度では、三大都市圏全体では約15万人の転入超過。特に、東京圏では大幅な転入超
過となっている。

700,000

過となっている。

東京圏・・・・・・東京都 神奈川県 埼玉県 千葉県

（人） 三大都市圏の転入超過数の推移（昭和29年～平成19年）

500,000

600,000
総数

東京圏・・・・・・東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県
大阪圏・・・・・・大阪府、兵庫県、京都府、奈良県
名古屋圏・・・・愛知県、岐阜県、三重県

転
入
超

300 000

400,000

東京圏

超
過
数
（
－
は

200,000

300,000

大阪圏

名古屋圏

は
転
出
超
過
）

0

100,000 名古屋圏

0

‐100,000
昭和29年 34 39 44 49 54 59 平成元年 6 11 16

出典：「平成１９年度 住民基本台帳人口移動報告」（総務省）

19
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我が国及び諸外国の食糧自給率の推移食に関する安心感・不安感

我が国の実態⑨（食への安心、食糧自給率が低迷）

160

180

我 国及 諸外国 食糧自給率 推移

7% 39% 36% 16%

食 関する安心感 不安感

農産物など
の生産過程

%

140

160

8% 37% 53%
農産物など
の生産過程

128

フランス

100

120

4%

1%

38% 44% 12%製造・加工
工程

128

122

米国 ドイツ

英国
スイス

80
7% 51% 32% 8%流通過程

84

70

スイス

40

60

4% 28% 45% 22%外食店舗

49

39

0

20

39% 52%

6%

2%家庭での
取り扱い方

39
日本

70 75 80 85 90 95 0620001961 65 75

出典：農林水産省 平成１９年版 農林水産白書
出典：農林水産省「食料品消費モニター調査」（平成１７年度）

注：「無回答」の割合は含まれていない

（年）
安心 どちらかというと安心 どちらかというと安心

不安
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穀物需要は人口増加 所得水準の向上に伴い増加 価格は上昇・高止まりの見通し

【参考】世界全体の実態（穀物需要の増加、価格の高止まり予測）

穀物需要は人口増加、所得水準の向上に伴い増加、価格は上昇 高止まりの見通し。

穀物の需要量及び価格の見通し

資料：OECD－FAO「Agricultural Outlook 2007－2016、FAO「World agriculture1：towards 2030/2050」、FAO「Food Outlook：November 2007」、シカゴ商品取引所

出典：食料・農業・農村政策推進本部（第7回）、食料の未来を描く戦略会議（第5回）合同会合（平成２０年５月） 配布資料より総務省作成

備考：需要量は、米、小麦、粗粒穀物などの合計値。価格のうち、米はMiled,100%,grade b,Nominal Price Quote,NPQ.f.o.b.Bangkok（August/July）、小麦はNo2 hurdred winter 
wheet,ordinary protain,USA f.o.b. Gulf Parts（September/August）。2000年及び2005年の穀物価格には、それぞれ1999－2001年の平均値、2004－2006年の平均値を用いた。
現在の穀物価格は、シカゴ商品取引所における3月 終週末の期近価格を用いた。
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我が国の温室効果ガス排出量の推移及び見通し

我が国の実態⑩（ＣＯ２排出削減が不可欠に）

1, 358 1 340（百万トン ＣＯ２）
京都議定書削減約束

年

我が国の温室効果ガス排出量の推移及び見通し

1, 358
（＋7.7%）

1, 340
（＋6.2%）

2.3%

（百万トン ＣＯ２）

国内排出量の削減

９０年比 △6.0%

3.1%
原発の長期停止

の影響分

1,300    －
1,261

国内排出量の削減

（民間事業者などによ
る対応）
△6．8%

1,200    －
京都議定書削減約束

森林吸収源 △3.8%

京都ﾒｶﾆｽﾞﾑ △1.6%京都議定書削減約束

９０年比△6.0%

京都ﾒｶ ｽ ﾑ △1.6%

（参考）2005年度の温室効果ガス
排出量は1990年比で7.8%増加

1,100    －

1990年 2005年 2006年 2010年
基準年排出量

出典：「京都議定書目標達成計画の進捗状況」地球温暖化対策推進本部（２００8年7月）より総務省作成
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世界の石油需要の見通し
（億トン）

我が国の実態⑪（エネルギー需要増加等）

（億トン）
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20
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旧ソ連など

OECD（日本除く）

14%

0

OECD（日本除く）
52% 47% 42%50%

（注）ＷＴＩ：ウエスト・テキサス・インターミディエートの略。
テキサス州を中心に産出される原油で、実際の一日あたり産出量は１００万バレルに
満たないが、一日あたり取引量は1億バレルを超え、原油取引市場の代表的な指標と

IEA 、「World Energy Outlook 2007」

1990年 2005年 2015年 2030年
満たないが、 日あたり取引量は1億バレルを超え、原油取引市場の代表的な指標と
なっている。

米国エネルギー情報局 作成

出典：経済産業省 産業構造審議会 総会（平成２０年８月） 配付資料
出典：経済産業省 ２００８年度エネルギー白書
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○ 過疎地域においては、人口1万人当たり小児科及び産婦人科・産科が特に少ない。

我が国の実態⑫（過疎地域における医師不足）

総数 内科 小児科 外科
産婦人科

人口1万人当たり医師数・主な専門家別医師数の7県比較 医師数・主な専門家別医師数

（単位：人）
総数 内科 小児科 外科

産科

過疎
地域

非過疎
地域

過疎
地域

非過疎
地域

過疎
地域

非過疎
地域

過疎
地域

非過疎
地域

過疎
地域

非過疎
地域

山

総数 内科 小児科 外科
産婦人科

産科

過疎
地域

14,564 6,054 667 1,747 466
形
県

12.52 20.83 4.82 5.08 0.65 1.20 1.24 1.90 0.47 1.02

新
潟
県

12.33 18.95 5.33 6.17 0.68 1.13 1.27 1.41 0.42 0.72

地域

全国 256,668 73,670 14,677 23,240 10,594

岐
阜
県

12.38 19.19 5.80 6.07 0.40 1.08 2.04 1.88 0.40 0.87

和
歌
山19.71 25.34 7.69 8.03 0.82 1.40 1.90 2.05 0.86 0.96

人口1万人当たり医師数・主な専門家別医師数

（単位：人）山
県

山
口
県

17.03 26.42 5.75 7.32 0.81 1.36 2.67 2.72 0.51 1.01

愛

総数 内科 小児科 外科
産婦人科

産科

過疎

（単位 人）

愛
媛
県

15.69 35.57 5.95 10.64 0.68 1.93 1.93 4.02 0.42 1.39

熊
本
県

17.46 26.25 6.33 7.31 0.96 1.33 2.09 2.20 0.57 0.88

過疎
地域

13.75 5.72 0.63 1.65 0.44

全国 20.09 5.77 1.15 1.82 0.83

※厚生労働省「H16医師・歯科医師・薬剤師調査」及び総務省過疎対策室アンケート調査での区域データ結果に基づき作成。
※人口は総務省「平成17年度国勢調査」による。
※過疎地域は、平成18年10月1日時点。
※一部過疎地域については、アンケート調査の回答がなかった市町村は除いている。

出典：総務省 定住自立圏構想研究会 第1回会合（平成20年1月）資料 17



○南関東では 数百年間隔で発生する関東大地震クラスの地震の間に マグニチュード７

我が国の実態⑬（災害大国：地震（例））

○南関東では、数百年間隔で発生する関東大地震クラスの地震の間に、マグニチュード７
クラスの直下型地震が数回発生する。大都市直下で発生した場合、多大な被害が生じる。

（出典）内閣府ホームページ
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交通事故発生状況の推移

我が国の実態⑭（交通事故件数は増加傾向）

1 400 000

交通事故件数（件）
交通事故負傷者（人）

交通事故発生状況の推移

1,200,000

1,400,000
発生件数

負傷者数
1040189件

800 000

1,000,000
832454件825918件

600,000

800,000

661363件

200 000

400,000

0

200,000

昭和41年 46年 51年 56年 61年 平成３年 ８年 １３年 １８年昭和 年 年 年 年 年 成 年 年 年 年

（出典）警察庁統計資料
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（万件、万人） %刑法犯の認知・検挙状況の推移

我が国の実態⑮（犯罪件数は増加傾向）

認知件数（万件）

検挙件数（万件）

検挙人員（万人）検挙人員（万人）

検挙率 （%）

出典：平成１９年 警察白書 20



我が国の実態⑯（価値を有する文化・製品等）

日本の伝統は世界的に非常に価値がある。ただし、知名度となるとブームを引き起こすというほどは認知されて

ソフト
オタク（アニメ／漫画）能／歌舞伎 漢字

日本の伝統は世界的に非常に価値がある。ただし、知名度となるとブ ムを引き起こすというほどは認知されて
いない。認知度も高いものとしては、映画・アニメまたはロボットなど先進的な産業が多い。

オタク（アニメ／漫画）

家庭ゲーム機ソフト

能／歌舞伎

相撲
映画

漢字

茶道／花道

和食･寿司 カラオケ

伝統的 革新的家庭ゲーム機

カラオケ

伝統的 革新的

漆
ボ

自動車

電気用品

デジタル機器

家庭ゲ ム機

新幹線漆
ロボット

精密機器部品

デジタル機器
（ＰＣ／デジカメ）

新幹線

生活雑貨

ハード

精密機器部品
（電子部品）

生活雑貨
（カー用品・赤ん坊グッズ）

⇒安心・安全の品質
（出典 NRI) 21



我が国の実態⑰（海外で好評な日本のアニメ（例））

アニメ ション業界海外売上高の推移（億円）

200

250
187 196

213
184

アニメーション業界海外売上高の推移（億円）

100

150

200 163

0

50

2003年 2004年 2005年 2006年 2007年

出典：内閣府 国民対話（平成２０年６月） 資料 出典：「デジタルコンテンツ白書2008」を基に総務省作成

出典：「中国動画産業年報2004-2005」、内閣府作成 22



○ 先進国では、「過栄養」、「栄養バランスの乱れ」に起因するいわゆる生活習慣病が拡大。米国

我が国の実態⑱（海外で評価される日本食（イメージ））

先進国 、 過栄養」、 栄養 ラ 乱 」 起因す わゆ 活習慣病 拡大。米国
をはじめ、欧州や中国、南米では健康に対する意識が高揚する中で、長寿国としての我が国の
食に注目。

○ 海外において、日本食は「ヘルシー」、「美しい」、「安心・安全」、「高級・高品質」として高い評価
を得ている。

○ 外国人旅行客の増加や日本企業の海外進出を契機として、海外では日本食を提供する事業者
は増加。

出典：農林水産省 海外日本食レストラン推奨 有識者会議（平成１８年１１月 第１回） 資料より総務省作成 23



世界文化遺産登録数の多い国（２００７年７月） 日本の世界文化遺産の一覧表

我が国の実態⑲（歴史ある文化遺産の数々）

記載物件名 所在地
暫定一覧
表記載年

世界遺産一覧
表記載年

1 法隆寺地域の仏教建造物 奈良県 4年 5年12月

2 姫路城 兵庫県 4年 5年12月

3
古都京都の文化財
（京都市，宇治市，大津市）

京都府，滋賀県 4年 6年12月

4 白川郷 五箇山の合掌造り集落 岐阜県 富山県 4年 7年12月4 白川郷・五箇山の合掌造り集落 岐阜県，富山県 4年 7年12月

5 原爆ドーム 広島県 7年 8年12月

6 厳島神社 広島県 4年 8年12月

7 古都奈良の文化財 奈良県 4年 10年12月

8 日光の社寺 栃木県 4年 11年12月

9 琉球王国のグスク及び関連遺産
群

沖縄県 4年 12年12月

日本（１１）

群
沖縄県

10 紀伊山地の霊場と参詣道
三重県，奈良県，
和歌山県

13年 16年7月

11 石見銀山遺跡とその文化的景観 島根県 13年 19年7月

1 屋久島 鹿児島県 4年 5年12月

2 白神山地 青森県 秋田県 4年 5年12月

（参考）日本の世界自然遺産

2 白神山地 青森県，秋田県 4年 5年12月

3 知床 北海道 16年 17年7月

出典：文部科学省 文化審議会文化財分科会世界文化遺産特別委員会
（平成１９年１０月） 資料 24



◆他国から見た日本の魅力は「親切／礼儀」である。
ジ ピ グ

我が国の実態⑳（外国客の訪問動機）

項
目

世
界
全

韓
国

台
湾

中
国

香
港

タ
イ

シ
ン
ガ
ポ

豪
州

米
国

カ
ナ
ダ

英
国

フ
ラ
ン

ド
イ
ツ

マ
レ
ー
シ

イ
ン
ド

ロ
シ
ア

◆アジア人の 大の訪日動機は「ショッピング」、欧米人の訪日動機は「伝統／歴史」。

目 全
体

国湾国港イポ
ー
ル

州国ダ国ン
スツシ

ア
ドア

他日

１
位

親
切

礼
儀

親
切

礼
儀

清
潔

親
切

礼
儀

親
切

礼
儀

文
化

歴
史

親
切

礼
儀

親
切

礼
儀

親
切

礼
儀

親
切

礼
儀

親
切

礼
儀

文
化

歴
史

親
切

礼
儀

親
切

礼
儀

親
切

礼
儀

親
切

礼
儀

他
国
と
比
べ
た

日
本
の
魅
力

２
位

文
化

歴
史

清
潔

親
切

礼
儀

清
潔

清
潔

親
切

礼
儀

文
化

歴
史

文
化

歴
史

文
化

歴
史

文
化

歴
史

文
化
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史

親
切

礼
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文
化

歴
史

文
化

歴
史

都
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景
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文
化
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史

サた３
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清
潔

文
化

歴
史

文
化

歴
史

サ
ー
ビ
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食
事

治
安

清
潔

清
潔

清
潔

清
潔

都
市

景
観

食
事

食
事

清
潔

文
化

歴
史

食
事

１
シ
ョ
ッ

温
泉

リ
ラ

温
泉

リ
ラ

シ
ョ
ッ

シ
ョ
ッ

シ
ョ
ッ

シ
ョ
ッ伝歴 伝歴 伝歴

人
と伝歴 伝歴

シ
ョ
ッ

自景 伝歴

訪

１
位

ッ
ピ
ン
グ

泉ラ
ッ
ク
ス

泉ラ
ッ
ク
ス

ッ
ピ
ン
グ

ッ
ピ
ン
グ

ッ
ピ
ン
グ

ッ
ピ
ン
グ

伝
統

歴
史

伝
統

歴
史

伝
統

歴
史

と
生
活

伝
統

歴
史

伝
統

歴
史

ッ
ピ
ン
グ

自
然

景
勝
地

伝
統

歴
史

２
シ
ョ自景 自景

温リ
自景 自景人人人 人人 人人

問
動
機

２
位

伝
統

歴
史

ョ
ッ
ピ
ン
グ

自
然

景
勝
地

自
然

景
勝
地

泉ラ
ッ
ク
ス

自
然

景
勝
地

自
然

景
勝
地

人
と
生
活

人
と
生
活

人
と
生
活

伝
統

歴
史

人
と
生
活

人
と
生
活

伝
統

歴
史

人
と
生
活

人
と
生
活

温リ シ温リ 温リ 人
３
位

温
泉

リ
ラ
ッ
ク
ス

伝
統

歴
史

シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ

温
泉

リ
ラ
ッ
ク
ス

食
事

伝
統

歴
史

温
泉

リ
ラ
ッ
ク
ス

自
然

景
勝
地

自
然

景
勝
地

自
然

景
勝
地

憧
れ

憧
れ

自
然

景
勝
地

人
と
生
活

伝
統

歴
史

憧
れ

出典：国土交通省 観光立国推進戦略会議 観光実務に関するワーキンググループ（平成２０年９月 第２回）より総務省作成 25



我が国の実態（外国からの日本に対するイメージ）
地域 国名 日本に対するイメージ 参考文献

シンガポール
「科学技術が発達した国」８５%、「生活水準の高い国」８２%、「自然の美しい国」７９%、「興
味ある文化を有する国」７３%、「経済的に進んでいる国」７１%など。

マレーシア
「科学技術が発達した国」８９%、「経済的に進んでいる国」８２%、「自然の美しい国」８１%、
「生活水準の高い国 ７５% 「興味ある文化を有する国 ７３%など

アジア

ＡＳＥＡＮ主要６カ
国における対日
世論調査

マレ シア
「生活水準の高い国」７５%、「興味ある文化を有する国」７３%など。

タイ

「科学技術が発達した国」８７%、「生活水準の高い国」７９%、「経済的に進んでいる国」７
８%、「アニメ、ファッション、料理など新しい文化を発信する国」７８%、「興味ある文化を有
する国」７５%など。アジア 世論調査

（２００８年）

する国」７５%など。

インドネシア
「科学技術が発達した国」８３%、「経済的に進んでいる国」６９%、「生活水準の高い国」５
８%など。

フィリピン
「科学技術が発達した国」７８%、「経済的に進んでいる国」７８%、「生活水準の高い国」６

フィリピン
８%など。

ベトナム
「経済的に進んでいる国」９５%、「科学技術が発達した国」９４%、「生活水準の高い国」９
０%、「興味ある文化を有する国」８０%、「平和な国」７８%、「自然の美しい国」７５%など。

北米 米国

「豊かな伝統と文化を持つ国」９２%、「経済力・技術力の高い国」９１%、「自然の美しい国」
８０%、「平和な国」７７%、「成長力のある国」７６%、「アニメ、ファッション、料理など新しい文
化を発信する国」７３%など

米国における
対日世論調査
（２００８年）

「技術的に進んでいる国」３９% 「生活水準の高い国」３２% 「経済的に進んでいる国」２ ブラジルにおける

中南米 ブラジル
「技術的に進んでいる国」３９%、「生活水準の高い国」３２%、「経済的に進んでいる国」２
６%など

対日世論調査
（２００８年）

欧州 ロシア
「先進技術超大国」４１%、「伝統文化豊かな社会」３１%など ロシアにおける

対日世論調査
（２００８年）

大洋州 オーストラリア
「伝統と文化の香り高い国」９８%、「経済力と先進テクノロジーの国」９７%、「平和愛好国」
７５%、「民主主義の国」７０%

豪州における
対日世論調査
（２００６年）

出典：知的財産戦略本部 コンテンツ・日本ブランド専門調査会（平成２０年１０月 第５回） 資料より総務省作成 26



・自然科学分野のノーベル賞（物理学賞、化学賞、医学・生理学賞）受賞者については、戦後だけとりあげると日
本は第5位※である 2008年の3人受賞により スウ デン スイス 旧ソ連を抜き 前年の第8位から浮上した

【参考】（戦後の）ノーベル賞受賞者（自然科学分野）

250

本は第5位※である。2008年の3人受賞により、スウェーデン、スイス、旧ソ連を抜き、前年の第8位から浮上した。
・さらに2001年以降の実績では、日本は6人と米英に続く第3位である。

200

1946～2000年の受賞者数（328）

2001年以降の受賞者数（61）
２０９

150

100

50

日本は5位（2001年以降は3位）４９
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出典：社会実情データ図録より総務省作成
※戦前（1901～1945年）も含めると日本は9位
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